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1．はじめに

宇宙空間の利用環境は、近年大きく変容してい
る。宇宙活動は世界的にも発展し、宇宙空間は今
や多くの国家が活動を行う場となっている。民間
企業による宇宙活動の進展も目覚ましく、地球軌
道に打ち上げられる人工衛星の数も急速に増加し
ている。また後述するように、スペースデブリの
数も宇宙活動の歴史を通じて増え続けており、宇
宙空間の混雑はますます深刻なものとなっている。
それに伴い、「宇宙空間における交通事故」の可能
性も宇宙活動の安全を脅かす大きなリスクとして
認識されるようになっている。加えて、そうした
事故によって新たなスペースデブリが発生し、宇
宙空間の混雑をさらに深刻化させていくという負
の連鎖も懸念されている。こうした状況のなか、
スペースデブリの低減や衝突リスクへの対応を含
め、宇宙空間を安全かつ持続的に利用していくた
めの新たなガバナンスのあり方が求められるよう
になっている 1 。

国家の領有権が及ばない宇宙空間の利用をめぐ
るガバナンスは、必然的にグローバルな性格を持

ちうる。グローバル・ガバナンスという概念につ
いては、国際政治学・国際関係論の分野において
様々な定義を用いて論じられてきた2 。なかでも、
1995年にグローバル・ガバナンス委員会が公表し
た報告書による次の定義が有名である。

グローバル・ガバナンスは、公私を問わず、
個人そして機構が彼らの共通の事項を管理す
る多くの方法の全体である。それは、対立す
るあるいは多様な利益を調整し、あるいは協
力的な行為がとられる継続的な過程である。
それは、遵守を強制することを付与された
フォーマルな機構やレジームを含むとともに、
人びとや機構が合意したか、彼らの共通の利
益となると考えたインフォーマルな枠組みを
も含むものである 3 。

この定義には、（1）共通の事項の管理という目
的、（2）公私を問わない多様な主体、（3）フォー
マル・インフォーマルな制度や枠組みを通じた多
様な方法、（4）利益の共有や協力に基づく行動規
範、というグローバル・ガバナンスの基本的要素
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が含まれている。それゆえ、国際関係における特
定の問題を国家間で管理・解決していくための枠
組みを意味する国際レジームが、問題領域、問題
解決の方法、関与主体の点で多様化あるいは拡張
したものをグローバル・ガバナンスと捉える考え
方もある 4 。

本稿では、こうしたグローバル・ガバナンス論
の考え方も援用しつつ、宇宙活動の安全と持続性
をめぐるガバナンスの新たな様相について、特に
企業などの民間部門における取り組みにも着目し
ながら検討する。これまで宇宙空間の主たる利用
者は国家であった。それゆえ、宇宙空間の利用を
めぐるガバナンスについても、従来の研究では国
家による宇宙活動のための法規範や秩序の形成に
主たる関心が集まってきた 5 。また、宇宙空間の
利用者が多様化し、宇宙空間の混雑化やスペース
デブリの増加がもたらすリスクが懸念されるよう
になると、多様な主体による活動も視野に入れた
ガバナンスのあり方も模索されるようになった 6 。
しかしながら、産業界など民間部門における主体
的なガバナンスへの取り組みについては、まだ緒
に就いたばかりということもあり、依然として十
分な検討が行われているとは言い難い。

本稿では、こうした研究動向も踏まえながら、
近年注目される民間部門の取り組みにも射程を広
げ、宇宙活動の安全と持続性をめぐるグローバル・
ガバナンスの新たな様相を明らかにする。以下で
は、まず民間企業による宇宙活動が目覚ましく進
展する一方、スペースデブリをめぐる問題の深刻
化も相まって宇宙空間の混雑化が進み、安全かつ
持続可能な宇宙活動のあり方を模索することが喫
緊の課題となっている現状を示す（第2節）。続い
て、これまで国家間の枠組みにおいて宇宙空間の
利用をめぐるガバナンスが如何に構築されてきた
のかを概観・整理する（第3節）。そのうえで、近
年注目される宇宙関連企業などの民間部門におけ
る取り組みとして四つの事例を分析し（第4節）、
それらが既存の国際的枠組みとどのような関係を
持ち、宇宙活動の安全と持続性をめぐるグローバ
ル・ガバナンスの中でどのように位置づけられる
かという点について考察を試みる（第5節）。

2．宇宙空間の利用環境の変容

（1）利用主体の多様化
世界初の人工衛星スプートニクの打ち上げから

60年以上の歳月が経ち、宇宙活動が世界的にも進
展するに伴い、近年では宇宙空間の利用者も多様
化している。かつて、宇宙空間は必要な技術と資
源を備えた僅かな国家のみが活動できる空間であっ
た。例えば、1957年から1990年までに打ち上げ
られた人工衛星の90％以上は、米ソによるもので
あった 7 。しかしながら、1990年代以降、宇宙活
動を行う国家の数は著しく増加した。現在では、
70カ国以上の国々が人工衛星を運用していると言
われている 8 。

加えて、近年では、民間企業による宇宙活動も
大きく進展している。欧州宇宙機関（European	
Space	Agency、以下ESA）の報告書によれば、
2020年に地球低軌道に打ち上げられた人工衛星約
1,200機のうち、1,000機以上は民間企業によるも
のであったと見られている 9 。特に、米国の企業
が打ち上げる人工衛星の数は、ここ数年で急増し
ている。米国の憂慮する科学者同盟（Union	of	
Concerned	Scientists）のデータベースによれば、
2021年9月時点で米国の企業が運用する人工衛星
の数は2,359機にのぼる。これは、現在運用中の
全ての人工衛星4,550機の半数以上を占める割合
である 10 。

特に米国では、“NewSpace” とも呼ばれる民間
企業による宇宙ビジネスが大きく進展している。
NewSpaceとは、ベンチャー企業など新興企業を
中心に民間主導で進められる新たな宇宙活動の潮
流を意味する。従来、宇宙活動は政府が主導する
国家事業として進められてきた。そうした従来の
宇宙活動においては、高い技術力と経営力を有す
る大企業が政府との契約に基づいてロケットや人
工衛星等の技術開発を担ってきた。すなわち、こ
れまでは政府が目標やビジョンを設定し、政府の
予算に大きく依存しながら、政府系宇宙機関やそ
の契約企業となる大企業が中心となって宇宙活動
が進められてきたのである 11 。しかしながら、近
年では、独自のビジョンと革新的技術をもって自
ら宇宙ビジネスを展開するベンチャー企業等の動
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きが活発化している 12 。特に米国では、民間企業
として初めて国際宇宙ステーションへの有人宇宙
輸送に成功したSpace	X社や、2021年7月に初め
て有人宇宙飛行に成功したBlue	Origin社の活動に
象徴されるように、NewSpaceの動きが顕著に加
速している 13 。

NewSpaceの波に乗る民間宇宙ベンチャーは、人
工衛星の開発と運用の分野でも新たな動きを見せ
ている。小型衛星による大規模コンステレーショ
ンの構築に向けた動きは、その典型例である。こ
れは、多数の人工衛星を軌道上に配置し、それら
を連携させて一体的に運用することにより、新た
な利用価値を生み出す運用形態である。例えば、
Space	X社は、グローバルな衛星通信サービスの
提供を目指して、約13,000機の人工衛星から成る

「スターリンク（Starlink）」という衛星コンステ
レーションの構築計画を進めている 14 。同様に、
Amazon社も3,236機から成る通信衛星コンステ
レーション計画（Project	Kuiper）を進めている。
規模の大小に違いはあるものの、こうした民間企
業による衛星コンステレーション計画は、他にも
多数存在すると言われている。それゆえ、近い将
来には地球軌道に打ち上げられる人工衛星の数も
急増していくことが予想されている 15 。

また近年では、ランデブー・近接オペレーショ
ン（Rendezvous	and	Proximity	Operations、以下
RPO）による新たな軌道上サービス（On-Orbit	
Servicing、以下OOS）の提供を目指す企業も現れ
ている。OOSとは、軌道上において他の人工衛星
を対象に補給、点検、交換、修理・補修、機能付
加などを行うことを意味する。また、運用を終了
した人工衛星やスペースデブリを除去する行為も
含まれる。そのためには、対象となる物体との相
対位置や相対速度などを意図した範囲内に制御し
ながら接近させ（Rendezvous）、二つの物体が結
合あるいは極めて近い範囲内にある状態で行う運
用（Proximity	Operation）が必要になる 16 。こう
したRPO/OOSは、人工衛星の延命措置やスペー
スデブリの除去などに貢献できる技術であり、将
来の市場拡大も期待されている。一方、潜在的に
は軍事・インテリジェンスの分野でも利用できる
技術であるため、透明性を確保しつつ、安全な

RPO/OOSのための行動規範や技術基準を形成し
ていくことが求められるようになっている。

（2）宇宙活動の安全と持続性をめぐる問題
このように宇宙空間の利用主体が多様化するな

か、地球周辺の軌道はますます混雑化の一途を辿っ
ている。急増する人工衛星に加え、宇宙活動の歴
史を通じて増え続けてきたスペースデブリの問題
も深刻化している 17 。

スペースデブリとは、「もはや有用な目的を持た
ない地球軌道のあらゆる人工物体」を意味する18。
ESAによれば、2021年9月時点で地球軌道には大
きさが10cm以上のスペースデブリが約36,500個
も存在すると見られている。より小さなサイズの
ものも含めれば、その数は推計100万個以上にも
及ぶとされる 19 。

スペースデブリは、宇宙空間のあらゆる利用者
にとって深刻なリスクをもたらしている。スペー
スデブリとの衝突は、人工衛星にとって致命的と
なりうる。特に地球低軌道では秒速約7.8kmとい
う速度で移動しているため、たとえ小さなスペー
スデブリであっても衝突の際の破壊力は非常に大
きい。また、前述の通り、それによって新たなス
ペースデブリが大量に創出されるリスクも否定で
きない。

事実、スペースデブリとの衝突により人工衛星
に故障等の被害が生じた事案は過去にも複数報告
されている 20 。2009年2月には、米国とロシアの
人工衛星が高度約800kmの軌道上で衝突する事故
が発生し、これにより追跡可能なサイズのものだ
けでも約2,000個もの新たなスペースデブリが発
生したと言われている 21 。また2021年5月には、
国際宇宙ステーションのロボットアームにスペー
スデブリとの衝突跡が発見されている 22 。

また地球軌道に打ち上げられる人工衛星の数が
急増するなか、近年では人工衛星同士の衝突リス
クも懸念されるようになっている。2019年9月に
は、Space	X社のStarlink衛星とESAが運用する地
球観測衛星Aeolusとの衝突リスクが高まり、ESA
が衝突回避のための措置をとったことが報じられ
た23。また2021年12月には中国政府が国連事務総
長に口上書を提出し、Space	X社のStarlink衛星の
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接近に伴う危険を回避するため中国の宇宙ステー
ションが同年に二度の衝突回避措置を実施したこ
とを通報した 24 。

加えて、スペースデブリの数を急激に増加させ
る深刻な要因の一つとなっているのが、軌道上で
の衛星破壊実験である。対衛星兵器による衛星破
壊実験は冷戦時代から米ソによって実施されてお
り、歴史を通じてスペースデブリの発生源となっ
てきた 25 。また2007年1月には、中国が初めて衛
星破壊実験に成功した。この実験は、これまでで
最も多くのスペースデブリを発生させた事案であ
ると言われており、追跡可能なものだけでも約
3,400個ものスペースデブリを発生させたと見られ
ている 26 。また2019年3月には、インドも同様の
実験に初めて成功しており、これにより少なくと
も100個以上のスペースデブリを発生させた27。さ
らに、2021年11月には、ロシアが高度約480km
の軌道上で衛星破壊実験を実施し、1,500個以上も
のスペースデブリを発生させたと見られている。
また、これにより国際宇宙ステーションの搭乗員
はスペースデブリとの衝突の危険に備えて係留さ
れている宇宙船への退避を余儀なくされるなど、
この実験は宇宙飛行士さえ危険に晒すものであっ
た 28 。近年では、宇宙空間における主要国間の軍
事的緊張も高まるなか、対衛星兵器の開発と実験
も活発化しており、宇宙活動の安全と持続性をめ
ぐる問題は安全保障の観点からも懸念が高まって
いる。

このような状況のなか、宇宙活動の安全と持続
性を確保していくための新たなガバナンスのあり
方を模索していくことは喫緊の課題となっている。
とりわけ、宇宙空間の混雑化が加速するなか、ス
ペースデブリの低減や衝突リスクへの対応に取り
組むことは、あらゆる宇宙空間の利用者が利害を
共有する最優先の重要課題と言える。近年では、
宇宙空間の利用者も多様化していることから、
NewSpaceを牽引する民間企業も含めた多様な主
体が共通の課題に対処していくための新たなガバ
ナンスのあり方が求められているのである。

3．�宇宙活動の安全と持続性をめぐるガバナ
ンス

これまで宇宙空間の利用をめぐるガバナンスは、
その主たる利用者であった国家による法規範の形
成というかたちで構築されてきた。その歴史は長
く、1958年には国連に宇宙空間の利用のあり方を
検討するフォーラムとして宇宙空間平和利用委員
会（United	Nations	Committee	on	the	Peaceful	Uses	
of	Outer	Space、以下UNCOPUOS）が設置され
た29。UNCOPUOSでは、1960年代から70年代に
かけて五つの宇宙関連諸条約が作成され、現在の
国際宇宙法の基礎が築かれた 30 。その中核を成す
のが、1967年に制定された宇宙条約である。宇宙
条約は、国家による宇宙活動の基本原則を定めて
おり、2021年現在111カ国が批准している 31 。

しかし、宇宙空間の利用環境の変化に伴い、こ
うした既存の国際宇宙法の枠組みだけでは十分対
応することが難しい新たな課題も浮き彫りになっ
ている。例えば、宇宙条約は、スペースデブリの
発生防止を直接の目的とした規定を持っていな
い 32 。また、条約制定当時、宇宙活動の中心主体
は国家であった。少なくとも、今日のように数多
くの民間企業が多数の人工衛星を打ち上げるよう
になっている状況は、当時には想定されていなかっ
たと言える。宇宙条約は、条約当事国の許可と監
督のもとで民間企業を含む非政府団体の宇宙活動
が行われることを規定しているものの、それはあ
くまでも国家による国際責任を明確化することに
主眼が置かれていた。それゆえ、宇宙空間の利用
をめぐる新たな状況や課題への対応も踏まえた新
たなガバナンスのあり方を模索していくことが必
要になっている 33 。

しかしながら、UNCOPUOSでは新たな条約の
作成が困難になっているという状況も指摘されて
きた。事実、1979年に採択された月協定34を最後
に、UNCOPUOSでは新たな条約は作成されてい
ない。コンセンサスによる意思決定を採用してい
るUNCOPUOSでは、加盟国の増加に伴い、新た
な法規範の形成について全会一致の合意に達する
ことが困難になっているのである。2021年現在、
95の加盟国を有するUNCOPUOSでは 35 、新たな
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条約の作成が事実上不可能であるとの見方が一般
的となりつつある 36 。

また、スペースデブリの発生要因の一つともなっ
てきた軌道上での衛星破壊実験についても、それ
を明確に禁止する軍備管理条約は今のところ存在
していない。宇宙条約は、第四条において、核兵
器及びその他の大量破壊兵器の宇宙空間への配置
と、月その他の天体上での軍事活動を禁止してい
るものの、宇宙空間への通常兵器の配置や使用に
ついては自衛権の範囲を超えると解される場合を
除いて禁止しておらず、対衛星兵器による衛星破
壊実験についても明確な禁止規定を設けていない。
宇宙空間の軍備管理については、1980年代以降、
ジュネーブ軍縮会議（Conference	on	Disarmament：
CD）を中心に、宇宙空間へのあらゆる兵器の配
置や使用を禁止する新たな条約作成の必要性が議
論されてきたが、今日に至るまで実質的成果は得
られていない 37 。

こうした状況のなか、国際社会では、いわゆる
「ソフトロー」と呼ばれる法的拘束力を持たない原
則や勧告文書、あるいは、国際的ガイドラインの
形成を通じて、宇宙空間の利用をめぐるガバナン
スの向上を目指す努力が続けられてきた 38 。新た
な条約の作成が困難となるなか、急速に変化する
宇宙空間の利用環境に対応したガバナンスを構築
していくうえで、こうした「ソフトロー」の意義
と役割は非常に高まっていると言える。

例えば、スペースデブリ問題への対応について
は、特に1990年代以降、各国政府の宇宙機関を中
心に議論と検討が行われてきた 39 。1993年には、
主要国の宇宙機関で構成される「宇宙機関間スペー
スデブリ調整委員会（Inter-Agency	Space	Debris	
Coordination	Committee、以下IADC）」が発足し
た。それ以来、IADCは参加する宇宙機関の間で
スペースデブリに関する情報交換や協力を促進す
る機能を果たしてきた 40 。

そして2002年には、IADCが初めて「スペース
デブリ低減ガイドライン」を公表した。このガイ
ドラインは、（1）正常な運用で放出されるスペー
スデブリの制限、（2）軌道上での破砕の可能性の
最小化、（3）ミッション終了後の廃棄、（4）軌道
上での衝突の防止といった観点から、スペースデ

ブリ低減のために必要な技術上・運用上の基本的
指針を示している 41 。

IADCに参加する各国の宇宙機関は、このガイ
ドラインに従ってスペースデブリの低減に努めて
いくこととしているが、これは決して条約のよう
な法的拘束力を持つ合意ではない。それにもかか
わらず、このIADCのガイドラインは、スペース
デブリの低減のための技術・運用基準として国際
的にも重要な意味合いを持つようになっている。

2007年には、IADCのガイドラインに基づいて、
「UNCOPUOSスペースデブリ低減ガイドライン」
が採択された。国連では、1990年代からUNCOPUOS
の科学技術小委員会においてスペースデブリの問
題に関する調査と検討が行われてきた42。2000年
代に入ると、UNCOPUOSは国連加盟国に向けた
スペースデブリ低減のためのガイドライン作成を
IADCに依頼した。2004年にはIADCによる草案
が 提 出 さ れ 、 そ の 後 の 修 正 を 経 て 2007 年 に
UNCOPUOSで採択されるに至ったのである 43 。

その経緯からも明らかな通り、UNCOPUOSの
スペースデブリ低減ガイドラインは、IADCのガ
イドラインとも親和性が高い。UNCOPUOSのガ
イドラインは、（1）正常な運用で放出されるスペー
スデブリの制限、（2）運用段階における破砕の可
能性の最小化、（3）軌道上での偶発的な衝突の可
能性の制限、（4）意図的な破壊及び他の有害な活
動の回避、（5）残留エネルギーによるミッション
終了後の破砕の可能性の最小化、（6）ミッション
終了後に宇宙機や打ち上げ機の軌道投入段が地球
低軌道に長期間とどまることの制限、（7）ミッショ
ン終了後に宇宙機や打ち上げ機の軌道投入段が静
止軌道に長期間干渉することの制限という観点か
ら、スペースデブリの低減に向けた国際的指針を
示している。そして、このガイドラインは、その
実施にあたってはIADCのガイドラインの最新版
を参照するよう勧告しているのである 44 。

また、国際標準化機構（International	Organization	
for	Standardization、以下ISO）では、こうした
IADCやUNCOPUOSのガイドラインに基づく国
際的な技術標準の作成が行われてきた。ISOでは、
2003年に宇宙システムの国際標準を担当する委員
会にスペースデブリに関するワーキンググループ
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を設置し、2010年には初となる「スペースデブリ
低減要求」（ISO	24113）を策定した。2019年に
は、ISO	24113の第三版が公表されるなど、ISOは
技術の進展や状況の変化に合わせて技術要求を更
新する取り組みを続けている 45 。

さらに、宇宙活動の安全と持続可能性をめぐる
国際的ガイドラインとしては、2019年に採択され
たUNCOPUOSの「宇宙活動の長期持続可能性ガ
イドライン」も注目される。宇宙活動の安全と持
続性に対するリスクが高まるなか、UNCOPUOS
では、2010年にワーキンググループを設置して、
国連加盟国が自主的に遵守しうる宇宙活動の長期
持続性のためのガイドライン作成に取り組んでき
た。各国の間でのコンセンサスの形成が難航した
ものの、2018年には21項目のガイドラインが合意
され、2019年にUNCOPUOSで正式に採択される
に至ったのである 46 。

このガイドラインは、宇宙活動の安全と持続性
の確保に向けて、各国が自主的に取り組むべき措
置の大要を示している。具体的には、（1）宇宙活
動に関する政策及び規制枠組み、（2）宇宙運用の
安全、（3）国際協力、能力構築、認識、（4）科学
的・技術的な研究開発、といった観点から合計21
項目のガイドラインが示されている 47 。

このように国際社会では、宇宙空間の利用をめ
ぐる共通の原則やガイドラインを作成する努力が
続けられている。それらは、条約のように法的拘
束力を持つものではないが、これからの宇宙活動
において考慮されるべき望ましい技術や行動のあ
り方を明確化し、各国に対して自主的に実施を求
めていくことを通して、緩やかな国際規範を形成
していると言える。新たな条約の作成が困難とな
るなか、こうした国際的に認められた原則やガイ
ドラインの果たす役割は高まっていると言える。

4．民間部門における取り組み

また近年では、宇宙関連企業を含む民間部門に
おいても、宇宙活動の安全と持続性に向けた独自
の取り組みが見られるようになっている。これま
で宇宙空間の利用に関する国際的ガイドラインは、
IADCやUNCOPUOSなど国家間の枠組みにおい

て形成されてきたと言える。しかし、近年では、
宇宙ビジネスを展開する企業を中心に民間部門に
おいてもガバナンスの形成に主体的に参画するよ
うな動きが見られるのである。以下では、特に注
目される四つの事例について取り上げ、その特徴
を整理してみたい。

（1）米衛星産業協会の取り組み
2019年10月、米衛星産業協会（Satellite	Industry	

Association、以下SIA）は、「商業衛星産業のため
の宇宙安全原則」を公表した。SIAは、米国を拠
点とする衛星関連企業を中心に構成される非営利
団体である。1995年の発足以来、米国の宇宙産業
界を代表する業界団体として、米国の宇宙政策や
法制度にも影響を与えてきた 48 。

2019年10月に公表されたSIAの宇宙安全原則
は、人工衛星その他の宇宙機の安全運用を確保し、
宇宙空間の持続的利用を実現していくために産業
界として考慮すべき行動原則を示したものである。
強制力を伴うものではないが、SIAの加盟企業は、
この原則に自主的に従って責任ある宇宙運用を行っ
ていくことを目指している 49 。

この原則は、UNCOPUOSによる「宇宙活動の
長期持続可能性ガイドライン」の採択を受け、こ
れを産業界においても適切に実施していくことの
重要性を強調している。また、スペースデブリを
めぐる問題についても、既存の国際的ガイドライ
ンを考慮しつつ、産業界においてもその低減に努
めていくことが必要であるとの認識を示している。

具体的な技術・運用基準としては、（1）宇宙機
及びスペースデブリの国連宇宙部（United	Nations	
Office	for	Outer	Space	Affairs：UNOOSA）への迅
速な登録、（2）能動的・受動的手段によって軌道
上の位置を追跡できるような人工衛星の設計、（3）
運用中の人工衛星に関する情報共有と透明性の向
上、（4）潜在的な衝突・危険回避のための連絡体
制の確立、（5）人工衛星の廃棄や再突入に関する
基準の遵守と改善、（6）意図的なスペースデブリ
創出の最小化、（7）宇宙活動の持続性に配慮した
打ち上げサービスの選定、（8）軌道配置直後の機
能喪失（dead-on-arrival	deployment）による影響
の最小化、（9）適切に無害化（passivation）50でき
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る宇宙機の設計などが含まれている。既存の国際
的ガイドラインとも調和しながら、人工衛星その
他の宇宙機の設計、製造、打ち上げ、運用、ミッ
ション終了後の各段階において、宇宙活動の安全
と持続性のために考慮されるべき基本的措置が示
されている 51 。

（2）Space�Safety�Coalitionの取り組み
また2019年には、宇宙分野の民間企業・関連団

体で構成されるSpace	Safety	Coalition（以下、SSC）
が発足した。SSCは、欧米の企業が中心ではある
ものの、アジアに拠点を置く企業も参加するなど
グローバルな企業連合となっている 52 。SSCは、
既存の国際的ガイドラインの実践を通して、安全
な宇宙運用を促進していくことを目的に、2019年
9月に「宇宙運用の持続性のためのベストプラク
ティス」と題する文書を策定した 53 。

SSCの文書は、IADCやUNCOPUOSのスペー
スデブリ低減ガイドライン、ISOの「スペースデ
ブリ低減要求」（ISO	24113）といった既存の国際
的ガイドライン・技術標準の重要性を踏まえ、そ
れらをSSCの参加企業が支持するとともに、その
実施に努めていくことを明記している。またSSC
は、そうした取り組みを通じてUNCOPUOSによ
る「宇宙活動の長期持続可能性ガイドライン」の
実践に産業界として貢献していくことを目指して
いる 54 。

具体的には、産業界として考慮すべきベストプ
ラクティスとして、（1）宇宙機の安全運用や衝突
回避に関する情報の共有、（2）宇宙活動の持続性
に配慮した宇宙輸送サービス事業者の選定、（3）
安全を重視した個々の宇宙機やコンステレーショ
ンの設計、（4）安全かつ効果的な制御、追跡、衝
突回避、無害化、廃棄のための要求基準を満たし
た宇宙機の設計、（5）宇宙活動の持続性に配慮し
た宇宙運用コンセプトの採用といった観点から、
詳細な基準や考え方を示している 55 。

（3）CONFERSの取り組み
また近年では、RPOやOOSの安全に向けた産

業界の取り組みも見られる。ランデブーとサービ
ス・オペレーションの実施のためのコンソーシア

ム（The	Consortium	for	Execution	of	Rendezvous	
and	Servicing	Operations、以下CONFERS）によ
る取り組みは、その代表例と言える。

CONFERSは、RPOやOOSの実施のための技術
や運用基準を検討・構築していくためのコンソー
シアムとして2018年に結成された。その取り組み
を通じて、軌道上での人工衛星等への補給、点検、
交換、修理・補修、あるいは、スペースデブリの
捕捉や除去など、RPOを伴うOOSをビジネスと
して発展させていくことを目指している 56 。

CONFERSは、OOSの提供を目指す各国の民間
企業にメンバーシップを開放し、参加を呼びかけ
ている。2021年10月現在、CONFERSには15の
企業が維持会員（sustaining	members）として参
加している。そのなかには、スペースデブリの除
去サービスの開発に取り組む日本の企業Astroscale
社も名を連ねている。その他、貢献会員（contributing	
members）・オブザーバー会員（observer	members）
も含めると、CONFERSの参加企業は50社に及
ぶ 57 。

2018年、CONFERSは、「商業RPO及びOOSの
ための基本原則」と題する文書を発表した。この
基本原則は、安全を重視した責任ある方法でRPO
やOOSを実施していくための行動規範を確立する
ことを目的に作成された。例えば、RPOやOOSに
伴う危険及び悪影響を低減するとともに、スペー
スデブリの発生や衝突を防止するために適切な措
置をとることを基本原則としている。また、第三
者へのリスクを担保するために保険に加入するこ
とや、安全運用を支える適切なコミュニケーショ
ン体制を確立することなどを求めている 58 。

また2019年には、CONFERSによる「推奨設計
及び運用慣行」が初めて公表された。この文書に
は、RPO及びOOSを安全に実施するための宇宙
機の推奨設計がハードウェアとソフトウェアの両
面から詳細に記されている。その他、必要な安全
対策や危険回避のための措置についても具体的な
考え方が示されている 59 。

CONFERSは、民間企業を主体としたイニシア
ティブではあるものの、これまでに国家間で形成
されてきた既存のガイドラインや技術標準を重視
している。特に、UNCOPUOSによる「宇宙活動
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の長期持続可能性ガイドライン」やIADCの「ス
ペースデブリ低減ガイドライン」といった既存の
国際的ガイドラインの重要性を認識して、その実
施に努めることで宇宙活動の安全と持続可能性の
確保に貢献していくことを目指している 60 。

（4）世界経済フォーラムにおける取り組み
また、世界経済フォーラム（World	Economic	

Forum、以下WEF）では、スペースデブリ問題へ
の対応など、宇宙運用者の持続性確保に向けた取
り組みを評価する「宇宙持続性評価（ Space	
Sustainability	Rating、以下SSR）」について検討
が行われてきた 61 。

SSRは、WEFの「宇宙に関するグローバル・
フューチャー委員会（Global	Future	Council	on	
Space）」によって提案され、その後、ESA、マサ
チューセッツ工科大学、テキサス大学オースティ
ン校、BryceTech社などと共同で具体的な評価制
度のあり方が検討されてきた62。2021年6月には、
SSRの運用を担う機関としてスイス連邦工科大学
ローザンヌ校の宇宙センターが選定され、運用開
始に向けた準備が進められている。

SSRは、民間企業も含め、あらゆる宇宙空間の
利用者に責任ある行動を促していくことを狙いと
して考案された。世界標準の環境評価・認証制度で
ある「リード（Leadership	in	Energy	and	Environmental	
Design：LEED）」を参考に評価枠組みが検討され、
宇宙活動の持続性という観点からスペースデブリ
の低減策や国際的ガイドラインへの対応状況など
についてスコアを与え、評価を行うことを想定し
ている。それゆえ、UNCOPUOSやIADCのガイ
ドラインなども念頭に置きながら、その評価制度
のあり方が検討されてきた 63 。具体的な評価につ
いては、（1）ミッション終了後の廃棄計画、（2）
軌道の選択、（3）地上からの追跡・特定のための
能力、（4）衝突回避のための能力、（5）情報の共
有、といった様々な要因に基づいてスコアが付与
されることが想定されている 64 。

SSRも強制力を伴う枠組みではないが、こうし
た評価制度に参加することは、民間企業にとって
も大きなインセンティブとなる。SSRは、宇宙活
動の安全と持続性への取り組みを証明する共通の

指標となりうる。これに参加することによって、
民間企業を含む宇宙空間の利用者は、自らの持続
性への取り組みのレベルを外部に証明することが
できる 65 。また将来的には、例えば、一定以上の
評価を得た場合には保険の割引が適用されるといっ
た枠組みの可能性も議論されている 66 。

SSRは、こうした評価制度を通して、宇宙活動
の安全や持続性への取り組みを可視化し、それに
よって責任ある行動へのインセンティブを高めて
いくことを企図している67。こうした取り組みは、
既存の国際的ガイドラインの効果的な実施を促し
ていくことにも直接貢献できる仕組みとして期待
される 68 。

5．考察

このように近年では、宇宙関連の企業団体・業
界団体など民間部門においても、宇宙活動の安全
と持続性を確保していくためのガバナンスの改善
に向けた動きが見られる。こうした民間部門にお
ける取り組みは、これまで国家間において形成さ
れてきたガバナンスの枠組みとどのような関係を
持ち、これからの宇宙空間の利用をめぐるグロー
バル・ガバナンスの中でどのように位置づけられ
ていくのか。以下に、考察してみたい。

まず、これからの宇宙活動の安全と持続性を確
保していくためのガバナンスの当事者として、民
間企業の存在感と役割は非常に高まっている。特
にNewSpaceを牽引する民間企業にとって、宇宙
活動の安全と持続性はビジネスの前提でもある。
それゆえ、持続可能なビジネスのためにも宇宙活
動の安全と持続性の確保に主体的に取り組んでい
くことは、民間企業にとっても大きな利害関心に
なっていると言える。その結果、近年では、民間
企業を中心とする（あるいは、民間企業の活動も
対象とした）ガバナンスの枠組みが形成されてき
たと捉えることができるだろう。

また、こうした民間部門における取り組みは、
これまでに国家間で形成されてきた既存の枠組み
とも整合性をとるかたちで進展してきた。前節で
取り上げた事例は、いずれもIADCやUNCOPUOS
など国家間で検討されてきた既存の国際的ガイド
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ラインの重要性を踏まえ、その実施に産業界とし
て貢献していくための枠組みを形成しているもの
だと言える。すなわち、これまで国家を中心に形
成されてきたガバナンスの枠組みが民間にも伝播
し、総体として多様な主体・枠組み・方法による
グローバル・ガバナンスが形成されつつあると捉
えることも可能である。

さらに言えば、民間企業を中心に検討されてき
た原則やガイドラインの中には、既存の国際的ガ
イドラインより厳しい基準で指針を示すものもあ
る。例えば、IADCの「スペースデブリ低減ガイ
ドライン」は、地球低軌道において運用を終了し
た宇宙機を25年以内に軌道から離脱させることを
求めている。これに対し、SSCのベストプラクティ
スは、軌道離脱のための推力を使用できる低軌道
の宇宙機については、5年以内に軌道離脱を完了
できるよう努めるべきであるとしている 69 。加え
て、SSCのベストプラクティスやCONFERSが定
める基本原則は、国家間の枠組みにおいては依然
として十分な合意が形成されているとは言い難い
大規模コンステレーションやOOSといった新たな
運用形態の安全基準も考慮した内容となっている
点も指摘できるだろう。民間部門における取り組
みは、国際的ガイドラインや技術標準に従うだけ
でなく、それらを補完・改善する役割を果たして
いくことも期待できる。

一方、こうした民間企業を中心に広がるガバナ
ンスへの取り組みは、軌道上での衛星破壊行為を
含め、宇宙空間における軍事活動の規制に貢献す
ることを直接意図したものではない。しかしなが
ら、少なくともスペースデブリを意図的に発生さ
せるような無責任な行為に対しては、民間企業も
宇宙空間の利用者として重大な利害関心を持って
いるということを対外的に明示していると評価す
ることもできるだろう。対衛星兵器の実験や使用
を明確に禁止する新たな条約の制定が難しい状況
にあるなか、スペースデブリの発生防止や低減と
いう側面から無責任な行為を防止していくことの
重要性は宇宙空間の安全保障環境の改善という観
点からも高まっていると言える。事実、2021年11
月にロシアが軌道上での衛星破壊実験を行った際、
日本はUNCOPUOSのスペースデブリ低減ガイド

ラインが宇宙物体の意図的な破壊を慎むべきとし
ていることに基づき、こうした無責任な行為に対
する「懸念」を表明するとともに、今後このよう
な実験を行わないよう求める外務報道官談話を発
表した 70 。本稿で示した事例は、こうした側面に
おいても既存の国際的ガイドラインの重要性が民
間部門においても支持され、スペースデブリを意
図的に増加させるような無責任な行為は慎むべき
であるという原則の正当性が広がりを見せている
ということを示すものと捉えることもできるだろ
う。

しかしながら、こうした原則やガイドラインは、
それが適切に実施されてこそ初めて効果を発揮す
るものと言える。IADCやUNCOPUOSが定める
ガイドラインは、条約のような法的拘束力こそ持
たないものの、それらが各国の国内法や許認可・
規制枠組みの中に組み込まれることである程度の
実効性を確保しているという側面もある 71 。本稿
で取り上げた民間部門における取り組みは、まだ
緒に就いたばかりということもあり、その効果を
現時点で評価することは難しい。それぞれの枠組
みにおいて形成された原則やガイドラインの効果
的な実施のあり方を検討していくことは今後も課
題となるだろう。この点において、WEFによる
SSRへの取り組みは、宇宙活動の安全と持続性へ
の取り組みを「見える化」し、効果的な実施を促
していくための仕組みとして注目される。

また、こうした民間部門におけるガバナンスへ
の取り組みは、依然として欧米（特に米国）の企
業が中心になっていると言える。また、宇宙ビジ
ネスの著しい発展と比べれば、こうした枠組みに
参加する企業の数も依然として限られている。今
後の宇宙ビジネスの世界的発展も見据え、各国の
主要企業や新興宇宙企業の参加を如何に取り込ん
でいくかも大きな課題となるであろう。

６．おわりに

宇宙活動の安全と持続性をめぐるグローバル・
ガバナンスの根本的な目標は、宇宙空間における

「共有地の悲劇」を如何に防ぐかという点に集約で
きるだろう 72 。宇宙空間という「共有地」の利用
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者が多様化するなか、「悲劇」を防ぐための新たな
ガバナンスのあり方が問われているのである。

近年では、“NewSpace” という言葉にも象徴さ
れるように、宇宙ビジネスの進展も目覚ましく、
宇宙空間における「悲劇」を防止することは、民
間企業にとっても大きな利害関心となっている。
宇宙ビジネスを展開する企業は、宇宙空間の主要
な利用者となるに従い、宇宙活動の安全と持続性
のためのガバナンスの担い手にもなりつつあるの
である。本稿で取り上げた産業界で広がるイニシ
アティブは、そうした動きを端的に示す証左でも
あると言えるだろう。宇宙空間の安全かつ持続的
な利用をめぐるガバナンスは、国家を中心とした
構造から、民間部門も含む多中心的な分散型のガ
バナンスへと移行していると捉えることもできる。

しかしながら、こうした民間部門における枠組
みが、これまで国家間で形成されてきたガバナン
スの枠組みにとって代わるわけではない。前述の
通り、産業界を中心とする民間部門の取り組みは、
これまでに国家間で合意・形成されてきた原則や
ガイドラインとも整合性を確保しながら進展して
いる。既存の国際的枠組みとも目的を共有しつつ、
宇宙空間という「共有地」の利用者として責任あ
る行動を促進するための多様な枠組みが産業界で
も形成されてきたのである。その結果、総体とし
て見れば、多様な主体、枠組み、方法による宇宙
空間の利用のための新たなグローバル・ガバナン
スの様相が形成されつつあるのである。

問題は、それによって実際にどのような効果が
もたらされるかという点であろう。まだ現時点で
は、それを正しく評価することは難しい。こうし
て新たに形成されるガバナンスの枠組みによって、
宇宙活動の安全と持続性に向けた各主体の行動に
どのような変化がもたらされていくのか。今後も
検討が必要である。
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